
























































































































(12) Beier, G.,“Einheitsgewerkschaft : zur Geschichte eines organisatorischen Prinzips der deutschen Arbeiterbewegung”, in:














































































































































H., Freie Gewerkschaften 1918-1933: der Allgemeine Deutsche Gewerkschaftsbund in der Weimarer Republik, Du¨ssel-
dorf 1987, S. 44. だが，シェーンホーフェンは，個々の事業所の選挙結果の分析を通じて，自由労働組合が大勝
利を収めたとは必ずしもいえないと主張する。Scho¨nhoven,“Innerorganisatorische Probleme der Gewerkschaften in
der Endphase der Weimar Republik”, in: Gewerkschafts-Zeitung, Reprint 1933, Berlin-Bonn 1983, Anhang, S.［95］-
［96］. 1930年代の経営協議会選挙については，Crusius, R., G. Schiefelbein, u. M. Wilke, M.（Hrsg.）, Die Betriebsra¨te











年度歴史学研究会大会報告）」『歴史学研究』第586号，1988年10月，198頁；Statistisches Jahrbuch fu¨r das





















































































































































































年には14,261,104人となり，1912年の値のおよそ９倍に増加した。Petzina, D., W. Abelshauser, u. A. Faust,

































































(42) Petzina, Abelshauser, u. Faust, a. a. O., S. 111. 第一次世界大戦前の1913年は，「三大労働組合」合計で297万
3,395人であった。いずれも年末時点の数値である。年平均の労働組合員数をもとにした自由労働組合の推定組
織率は，1920年においては54.7％であった。Potthoff, a. a. O., S. 348.
(43) Petzina, Abelshauser, u. Faust, a. a. O., S. 112. すでにみた「1918年11月15日協定」は，職員組合についても適
用された。枡田，前掲書，236, 289-290頁。
(44) Potthoff, a. a. O., S. 348 .  推定組織率算出の母数は，1925年に行われた全国職業調査の値を用いた。



















































































































































































































































rechtliche Regelung der Arbeitsbeziehungen im Dritten Reich”, in: D. Gosewinkel （Hg.）, Wirtschaftskontrolle und Recht
im Nationalsozialismus-zwischen Entrechtlichung und Modernisierung. Bilanz und Perspektiven der Forschung, Baden-
Baden 2004, S. 149.


































(59) Hachtmann,“Die rechtliche Regelung”, S. 146-147.
(60) この問題については，枡田，前掲書，とくに第６章を参照されたい。
(61) 産業報国連盟『独伊厚生使節講演集』〔前掲桜林資料〕２-３頁。
ることでむすびとしたい。
まず産業報国運動（会）とDAFの異同については，繰り返すことはしないが，両者の比較を行っ
た森戸氏の見解の検討と，両組織が形成されていく過程の状況の検討をつなぎ合わせることにより
明確になったといえよう。産業報国運動は，少なくともその初期は，官僚主導で「上より」ではあ
るが，労働者および使用者に「配慮」しつつ進められた運動であったと考えられる。それゆえ，森
戸氏が指摘するように，合法的・協力的であり，またそれだけに折衷的・妥協的なものにならざる
をえなかった。こうした運動の「問題」点は，「ナチス問答」の検討によれば，産業報国会再編期
にも継続していたとみることが可能である。他方，党組織であるDAFは，強力な党の後押しにより，
一挙に組織を作り上げた。DAF（少なくともその形成）に対する反対勢力は早期のうちに暴力を伴
う形で排除されてしまった。さらに「ナチス問答」の内容から，全ての官吏がナチス党員であるこ
とが明らかになった。産業報国運動と比べて「徹底」しているとの評価は妥当である。それゆえに，
産業報国運動（およびDAF）の本質を職場にはびこる身分の差の解消にみていたと思われる森戸氏
は―氏の当時の論を積極的に解釈するならば―，上記のようなDAF評価を提示したのであろう。た
だし，４－（1）で検討したように，使用者からの支持を取り付けるためにも，また党にとって最
大の脅威を取り除くためにも，ナチスの労働政策の全体像においては，既存の労働組合の破壊は避
けることのできない前提条件であった。そして，その再台頭の抑止，労働組合指導層を失った労働
者層の掌握こそが，労働組合（の指導層）にとって代わった，党組織であるDAFの最重要の課題の
一つであったことは明らかである。事実，DAFはとりわけナチス期の後期，「労働組合的に」ふる
まい，しばしば産業平和の維持を妨げる活動を行ったのである。本稿での検討をふまえ，DAFの実
態についてはさらなる考察を進めざるをえない。
次に，研究者と産業報国運動の指導者のDAFに対する認識について。勿論，力点や評価は異なる
と思われるが，いずれも労使の間をつなぐ信任委員会，労働者に対する福祉政策を担っていた歓喜
力行団に期待あるいは関心を寄せている（62）。ただし，本稿は当該期の労使関係の実態を明らかに
することは課題としていないが，５－（2）で検討したように，信任委員会は―しばしば労働者の
利害を代表した事例はあるが―必ずしもその期待通りの役割を果たしたとは言い難かった。今後，
産業報国会における懇談会の実態との比較が一つの課題となるであろう。
残された当事者として，同時代の労使それぞれのDAFに対する認識を検討する必要がある。使用
者のそれについては，「はじめに」で記したように，職場における指導者原理の徹底という主張に
その一端がみられる。また本稿の検討にもとづけば，労働者が産業報国運動に巻き込まれていく過
程は，少なくとも「弾圧」「破壊」の一言では言いあらわせないし，完全な「上から」「上より」の
運動ともとらえることはできなかった。産業報国会に組織されていくさまざまな論理を理解する上
でも，労働者，労働組合のDAFに対する認識を検討することは意味のあることだと考えるのである。
それらの検討は，今後の課題とすることにしたい。
（ますだ・たちひこ　法政大学大原社会問題研究所兼任研究員）
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産業報国会とドイツ労働戦線の比較に関する準備的考察（枡田大知彦）
(62) 服部英太郎氏も，この時期のドイツの労使関係における信任委員会の役割を重要視している。前掲服部「高度
国防国家」20-21頁。
